




































































様式第１号 

報  告  書 

  

令和 ７年 １月１８日 

 

氏 名  えびな 安信    

 

 次のとおり用務（行事）を終えましたので，報告します。 

 

用務又は行事名 高知・松山・横浜視察 

用務又は実施日 令和 ７年１月１４日～１７日 

用務又は実施場所  市外  （  高知・松山・横浜   ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

（ 目 的 ・ 

具体的内容・  

成 果 等 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①高知医療センターは、昭和23年に高知県立中央病院と高知市立市民病

院が統合されて開院した。両病院は、地域がん診療拠点病院、臨床研修

拠点病院、救急病院などの機能を持ち、良質な医療を提供していたが、

施設の老朽化や狭隘化が進み、医療資源の効率的な活用が困難となった

ため、この問題を解決するために、高知市池に両病院を統合整備し、平

成17年3月に高知県・高知市病院企業団立高知医療センターとして開院し

た。平成22年にはPFI事業を解約し、直営の病院となっている。現在県全

体の急性期の中核病院として医療機能の更なる拡充と高度で専門的な医

療サービスを持続的に提供するため、高知医療センター経営計画を策定

している。その中の経営ビジョンで新入院患者数の増加と収入増を達成

するため、地域連携の強化や救急機能の維持、入院・手術業務の強化、

病床の高回転化に力を入れている。本市としてもいくつかの基幹病院が

あり、市立旭川病院の経営状況が悪化している中で、紹介や逆紹介等、

病院の地域連携について学び、強化することをはじめとする、大きな改

革を計っていく必要があると考える。 

②近年大規模な災害が多発し、南海トラフ巨大地震の発生も間近に危惧

されている中、こどもからお年寄りまで防災の知識と技術を身に付ける

ことは、命を守るために重要である。愛媛県の松山市では、産官学民が

連携した切れ目のない全世代型防災教育に取り組んでおり、全額公費負

担で防災士の試験が受けられるようになっており、防災士を対象にフォ

ローアッププログラムも充実している。旭川は比較的災害が少ないため

、公費負担の防災士が必要であるとは考えないが、この取組を通じ、地

域に連帯感が生まれていることは特筆すべきことと考える。 

③横浜市は政令指定都市であり、児童相談所を設置している。その事業

の中で、フォスタリング機関が里親制度の委託を受けており、その母体

は一般社団法人こどもみらい横浜である。旭川では北海道が児童相談所

を設置しているが、このように子どものことを考え、献身的に里親制度

を運営する事業者の取組みは必要であると感じた。 

 

備 考 

 

 

 

（注）関係書類を添付してください。 

（注）枠内に書ききれない場合は，別紙（任意様式）に記載してください。また，最初から内容を別

紙（任意様式）に記載する場合は，当該欄に別紙と記入してください。 

（注）活動の都合上，用務内容を明らかにできないときは，その理由を備考欄に記載してください。 




























































































































































